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研究成果の概要（和文）：本研究は、「農」と「都市」が重複して存在する日本の都市の特性を「農と都市のレ
イヤー構造」として捉え、その特徴と便益・維持策を解明した上で、実際の都市・地域計画の手法へと展開を行
うものである。前者の特徴については、両レイヤーが重複する空間の形成過程と、レイヤーの重複が可能とする
ソフト面での活動を解明した。後者の便益・維持策については、農のレイヤーに注目し、農作物栽培活動を行う
住民に対する便益の解明、および都市農業振興基本法に関連する施策の実態分析を行った。これらの研究成果を
統合し、「農と都市のレイヤー構造」のもつポテンシャルの発揮を目指した「緑農住まちづくり」の提案を東京
都を対象に行った。

研究成果の概要（英文）：This research considers the characteristics of Japanese cities, where "
agriculture" and "cities" overlap, as a "layered structure of agriculture and cities," identifies 
its characteristics, benefits, and maintenance measures, and then integrates the results into a new 
planning method. Regarding the characteristics, we identified the formation process of spaces where 
both layers overlap, and explored activities that result from the overlapping layers. Regarding the 
benefits and maintenance measures, we focused on the agricultural layer, clarified the benefits for 
residents engaged in agricultural activities, and analyzed the current conditions of measures 
related to the Basic Act on the Promotion of Urban Agriculture. By integrating these research 
results, we proposed a planning method based on the concept named Ryokunoju, "living with 
agricultural/green landscapes," to demonstrate the potential of the "layered structure of 
agriculture and cities" for the Tokyo Metropolitan Government.

研究分野： ランドスケープ計画

キーワード： 都市農業　都市計画　まちづくり

  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
短期（災害）・長期（縮小）両面の変動に直面する日本の都市・地域の計画にあたっては、従来の静的な都市・
地域計画論に代わる、各種変動に柔軟に対応した動態的な計画論にもとづく計画手法が必要となる。こうした要
請に対しては、従来の「農」ないしは「都市」のいずれかの視点に立脚した個別課題解決型の研究成果だけで
は、十分な回答とならない。本研究を通じて開発される計画手法は、縮小するわが国の都市・地域に新たな計画
ビジョンと価値を付与するものとなるばかりでなく、気候変動や地震等の自然災害に強いレジリエントな都市・
地域の形成という世界共通の課題に対し、新たな回答を用意するものとなる。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
 
 
１．研究開始当初の背景 
従来、都市・地域をめぐる計画論は、都市（市街地）と農村（農地・森林）を明瞭かつ固定的

に区分し、都市にはゾーニングにもとづき都市的土地利用を配置する一方、農村では農地や森林
の保全を図るものとしてきた。それは、主に 20 世紀前半の欧米諸国において、予定調和的に成
長する社会を前提に構築された、用途の純化と固定化を前提とする静的な計画論であった。現在
の日本の農振法や都市計画法等もこうした発想にもとづいている。 
都市・地域にかかわる計画論について学術界は、緑地計画学や都市計画学の分野を中心に、都

市農業・農地の環境保全機能や都市近郊農家の営農実態、都市における食料の生産・流通実態、
郊外住宅地の土地利用整序の研究等を通じ、計画論の基礎となる知見を提供してきた。しかし超
高齢化と人口減少等により、日本の都市は今後、縮小を余儀なくされる。 
都市の計画的な縮小を図るべく、コンパクトシティ形成が政策目標とされるが、都心部には一

定の計画ビジョンや誘導方策がある一方、市街地の撤退を図る郊外部には、計画ビジョンや誘導
方策がない。一般には撤退跡地の利用には農地が想定されるが、市街地の撤退は長時間を要し、
市街地と農地が混在する状態が長く続くにもかかわらず、市街地と農地の混在のあり方や撤退
プロセスの計画的誘導のあり方については、十分な議論がなされていない。また日本の都市は例
外なく、偶発的な自然災害が多発する環境下にある。 
短期（災害）・長期（縮小）両面の変動に直面する日本の都市・地域の計画にあたっては、従

来の静的な都市・地域計画論に代わる、各種変動に柔軟に対応した動態的な計画論にもとづく計
画手法が必要となる。こうした要請に対しては、従来の「農」ないしは「都市」のいずれかの視
点に立脚した個別課題解決型の研究成果だけでは、十分な回答とならない。 
 
２．研究の目的 
本研究は、研究代表者らが培ってきた一連の研究の集大成として、まず、従来の「農」と「都

市」の２つの論理を二者択一的にとらえる視点に代わり、「農」と「都市」が常に重複して存在
するレイヤー構造をなす空間としてとらえる視点を提示する。その上で、市街地撤退の過程や自
然災害等の外的インパクトに応じ、両レイヤー間の関係性を変化させることで、様々な変動に柔
軟に対応できる動態的な都市・地域計画手法の開発を目的とする。本研究を通じて開発される計
画手法は、縮小するわが国の都市・地域に新たな計画ビジョンと価値を付与するものとなるばか
りでなく、気候変動や地震等の自然災害に強いレジリエントな都市・地域の形成という世界共通
の課題に対し、新たな回答を用意するものとなる。 
 
３．研究の方法 
 本研究の実施期間中に新型コロナウィルス感染症拡大が起こったため、その影響についても
研究視点としつつ、以下のように研究を実施した。 
 まず、１）農と都市の両レイヤーが重複して存在する市街地の土地利用変化を理解するため、
空間情報、計画図書等の様々な情報を用いて多角的な分析を行った。また、２）両レイヤーの重
複が可能とする「まちづくり団体による都市農業支援」に注目し、その支援の発展過程について、
関係者へのインタビューおよび文献調査に基づき時系列的に整理した。以上２点により、空間形
成およびソフト面での支援の点から、それぞれ、両レイヤーが重複する空間の特徴を解明した。 
 次いで、日本の都市・地域の特徴と言える農のレイヤーに注目し、３）住民による農的活動（農
作物栽培活動）からみた農のレイヤーがもたらす便益について、COVID-19 感染拡大期に実施し
たアンケート調査の結果を用いて、健康・福祉面と食に対する安心の面から分析を行った。さら
に、４）農のレイヤーの維持・機能強化を目的とする施策として都市農業振興基本法に関連する
各種施策に注目し、東京都の全域市街化区域自治体を対象として実態の整理を行った。以上２点
により、住民心理および施策実態の点から、農のレイヤーの便益とその維持・機能強化について
検討した。 
 最後に、上記４点の研究成果を統合し都市・地域計画の新たな手法を開発すべく、国際ワーク
ショップ等にて議論を重ね、５）農と都市のレイヤーの重複がもつポテンシャルの発揮を目指し
た「緑農住まちづくり」の提案を行った。その基本的な考え方や施策展開の手法について、東京
都と連携し「緑農住まちづくりガイドライン」として出版し、研究成果の社会還元を行った。 
 
４．研究成果 
１）農と都市の両レイヤーが重複して存在する市街地の土地利用変化  
東京の郊外部には、農のレイヤーと都市のレイヤーが重なった結果、農地と住宅が混在した

「スプロール市街地」が広がっている。こうした農住混在市街地では、農地の宅地化等を通じて
土地利用が動的に変化するが、その実態と要因は十分に明らかにされてこなかった。 
 ここでは第１に、農住混在市街地が広がる東京都西東京市を対象に、都市計画道路として整備
された幹線道路に囲まれる地区の農住混在市街地の土地利用変化を分析し、地区内部（居住環境



地区）の小規模農地が先行的に宅地化され、幹
線道路沿いの大規模農地が当面は保全される傾
向を明らかにした。これは幹線道路沿いに中高
層建物や生活利便施設を集積させ居住環境地区
内の農地を保全しようとする、都市計画マスタ
ープランに提示された将来像とは逆の傾向であ
り、その後のプラン改定の検討に極めて有用な
知見を提供した。また、土地区画整理事業が実
施されていない練馬区の農住混在市街地と土地
区画整理事業が実施された日野市の農住混在市
街地を対象に、敷地単位の土地利用分析と登記
簿分析を行い、農地の面積・接道・地価・方位・
自宅との位置関係を踏まえた農家の土地運用傾
向を把握した。そして、その結果を用いて、西東京市及び日野市の農住混在市街地で想定される
今後の土地利用変化を地区単位で検討し、それが必ずしも望ましい変化でないため、開発・建築
規制や農地の買い取り、開発権移転等の施策をきめ細かく適用する必要があることを示唆した
（木村ら、2020）。 
 第２に、こうした農住混在住宅地が鉄道を中心とする公共交通指向型開発を進めてきた東京
で発生した歴史的経緯を整理した。東京は、マクロに見れば、東京都心や副都心、その他拠点を
中心に、多極分散型の都市圏構造を形成してきたが、ミクロに見れば、駅周辺開発やニュータウ
ン開発の間に、十分な都市基盤整備が行われないまま農地が宅地化した農住混在市街地が広が
っている。これは、農のレイヤーが卓越していた郊外部において、20 世紀後半に人口が急増し
て都市のレイヤーが加わる中で、完全に農のレイヤーが都市のレイヤーに置き換わることなく、
農と都市のレイヤーが様々なバランスで重なり、かつ、人口動向を含む社会経済変化に伴ってそ
のバランスが変わることによって、農住混在市街地の土地利用が欧米都市では見られないよう
な形で動的に変化する要因になっていることを示唆した（Liu et al., 2022）。 
 
２）レイヤーの重複が可能とするまちづくり団体による都市農業支援 
都市農業の市場外流通（直売、契約販売など）をまちづくり団体が支援する例に注目し、支援

の展開過程を解明した上で、その特徴や課題を考察した。支援の担い手として、NPO（柏市）と
ネットワーク型組織（国分寺市）という異なるまちづくり団体に注目し、両者を対比的に分析し
た結果、以下の点が明らかになった。１）流通支援は直売所運営などの直接的支援と消費者への
情報提供などの間接的支援に分類され、柏市は直接的支援が中心であったのに対し、国分寺市は
両方の支援が幅広く行われた。２） 柏市は支援にあたって組織化を積極的に推進したのに対し、
国分寺市では個人が立ち上げる事業の集合体へと展開した。３）柏市は直接的支援の事業の安定
化に成功したが、支援の中核的主体の多様化が課題である。一方国分寺市では、個人による柔軟
で機動的な支援が行われたが、収益性確保や支援の安定化が課題である（秋武ら、2021）。 

 
３）農のレイヤーがもたらす都市住民への便益 
研究実施期間中に新型コロナウィルスの感染拡大

が発生した。そこで、市街地と農地が混在する都市構
造が、感染拡大時の近隣コミュニティの健康・ウェル
ビーイング及びフードセキュリティへの懸念とどの
ように関連したかについて、東京都民へのアンケー
ト調査を通じて定量的に検証した。その結果、農住混
在市街地において、市民農園や家庭菜園での農的活
動から直売所での消費者への直接販売まで、多様な
農との関わりを持つことができることが、近隣コミ
ュニティの健康やフードセキュリティの変数と有意
に関連することがわかった。具体的には、第一に、市
民農園や家庭菜園での農的活動を通じて自ら農作物

図１ 農住混在市街地の土地利用の例
（Liu et al., 2022） 

図２ 国分寺市における支援組織の発展過程（秋武ら、2021） 

図３ 心理尺度による食の安心の評価 
（Iida et al., 2022） 



の生産を行なった人々は、そうでない人よりも有意に主観的ウェルビーイングが良好で、かつ基
準以上の身体活動量を維持できていることがわかった。特に主観的ウェルビーイングとの関係
性に関しては、市民農園の利用は、都市公園や緑道の利用よりも強く関連しており、公園とは異
なる役割を市民農園が果たしていることが推察された。第二に、市民農園や直売所の利用を通じ
て、新鮮な食料を入手している人は、そうでない人よりも有意に現在及び将来に対するフードセ
キュリティへの懸念が低いことがわかった。特に市民農園や直売所の利用は、スーパーやコンビ
ニなどの食品小売店の利用よりもフードセキュリティへの懸念の軽減と強く関連していた。こ
れらの結果は、市街地と農地が混在する都市構造が、災害等の外的インパクトに対して有効に作
用したことを示す強固な証拠となる（Iida et al., 2022）。 
 
４）農のレイヤーの維持・機能強化を目的とする施策の現状 
本研究では、3 大都市圏に位置する 11 都府県、310 自治体について、2015 年に制定された都

市農業振興基本法の第 10 条の規定に基づく自治体独自の計画のうち、2020 年 8 月までに策定済
みのものを対象に、策定状況、策定内容の実態分析を行なった。この結果、首都圏では 4 都県、
46 自治体、近畿圏では 2 府県 7 自治体、中部圏では 1 県 3 自治体で都市農業振興に係る計画が
策定されており、特に東京都では基礎自治体における計画策定率が 51.0%と突出している状況が
明らかになった。この背景には、東京都が都市農業振興基本法の制定以前から、基礎自治体に対
しては都市農業の振興に関する計画の策定を促し、国に対しては都市農業振興に係る法制度の
整備を提案していたことがあった。そこで本研究では、東京都内の基礎自治体のうち、都市農業
の振興に係る計画策定済みかつ全域が市街化区域の 18 自治体に着目し、計画内容の特性の分析
を行なった。この結果、都市農業振興に係る施策は「農業生産（9.4%）」「農業生産以外（58.4%）」
「農地確保（12.3%）」の 3 種類に分類することができ、このうち最も多く採用されていた施策が
「農業生産以外」に該当する「都市住民に対する地元農産物の利用促進」「都市農業関連知識の
普及啓発のための広報活動」であった。また、都市農業振興基本法に規定のない基礎自治体独自
の施策としては、「ブランド化・特産品の開発」があり、これらは前述の地元農産物のラベリン
グや広報活動にも連携していることが推察された。一方で都市農業振興基本法に規定があって
も採用されていない施策が「農村地域の営農との連携促進」であった。この施策について都市農
業基本法に基づく基本計画では都市農業従事者が農村地域の農業従事者から栽培技術の研修を
受けることが想定されていたが、都市農業と農村地域の農業では栽培品目、販売戦略などが全く
異なっており、むしろ相互の情報交換など、技術研修とは異なる連携の必要性が示唆された（荒
川・秋田、2021）。 
 
５）農と都市のレイヤーの重複構造にもとづく都市・地域計画手法の提案と実装  

2019 年に「「緑農住」まちづくり国際ワークショップ」
を、2022 年に「INSUAH Tokyo Workshop」をそれぞれ東
京都内で開催し、農と都市のレイヤー構造の特徴、便益、
施策について国内外の研究者と議論を行った。その成果
と本研究における上記の主要な研究成果を統合し、農と
都市のレイヤー構造を活かした都市・地域計画である
「「緑農住」まちづくり」の提案を行った。 
 東京には、農地や里山、屋敷林等の農的土地利用が、
農の営みの中で連綿と受け継がれている。このような「緑
農地」と「住宅地」が一体となっている「緑農住」空間
は、良好な居住環境を提供するとともに、これからの東
京、日本、そして世界に共通の課題の一つである、グリ
ーンな社会の形成を「食」の面から支える、地域と共生
した豊かな農業環境を提供するポテンシャルをも有して
いる。「緑農住」まちづくりとは、産官学民の多様な主体
が連携し、「緑農住」空間のポテンシャルを生かすべく、
その保全・活用とともに地域課題の解決と暮らしに新た
な価値の創出を図り、禍災に強く持続的でグリーンな社
会の形成を進めることを指す。 
本研究では、東京都と連携し、同まちづくりを進める

ための手法を「「緑農住」まちづくりガイドライン」とし
て発行し、研究成果の社会実装を行った（東京都、2022）。
都内自治体のモデルケースとして西東京市、町田市を選定し、ガイドラインにもとづく検討を本
研究の参加者が支援する形で進め、西東京市には「にしとうきょう農のプラットフォーム」が、
町田市には「まちだみどり活用ネットワーク」がそれぞれ組織化された。これらの組織は今後、
それぞれの自治体で「緑農住」まちづくりを進めていくための中核となることが期待される。 
 
 

図４ 研究成果の実装としての
まちづくりガイドライン 

（東京都、2022） 
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